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第３回県議会議員の選挙区等検討委員会　
１　下益城郡選挙区（美里町）の強制合区について

【事務局説明】
下益城郡選挙区だった旧城南町が、次の一般選挙から熊本市南区選挙区に入るため、残った美里町だけでは人口要件を満たさない。このため、隣接する区域との強制合区が必要となる。

会議資料１の「案１」は宇城市選挙区と合区する案。「案２」は、八代市・八代郡選挙区と合区する案。「案３」は、上益城郡選挙区と合区する案。

「県議選の区割り改定に伴う意見書」（会議資料別紙２）を添付。この意見書は、衆議院５区(八代市･八代郡等)への編入に対して反対するもので、平成２５年９月１２日付けで美里町議会から本県議会に提出された。反対の理由としては、美里町では消防やごみ処理等の広域行政は宇土市・宇城市・美里町からなる広域連合で行われており、また、その宇城圏域は歴史的にも強い結びつきがあり、衆議院小選挙区での編入のようになれば、圏域の一体性が損なわれることにも繋がりかねないこと等があげられている。

【委員の主な意見】
下益城郡選挙区は、合併により宇城市ができる前は旧松橋町、旧小川町等と
同じ選挙区であった。また、管轄の地域振興局も宇城地域振興局で宇城市と同じことから、宇城市選挙区との合区をお願いしたい。
【　結　論　】　　
委員から、宇城市選挙区と合区する案（１案）としてはどうかという意見が
出され、異議はなく、一応の結論として決定した。

今後はこの方向で条例改正に向けての考え方を整理し、最終的には条例改正案と
してまとめることとなった。
２　熊本市の各選挙区の定数について
【事務局説明】
会議資料２により、熊本市の各選挙区の定数について説明。

旧植木町及び旧城南町の区域の選挙区に関する合併特例条例が平成２７年４
月２９日で期限を迎えることになる。次回の一般選挙から旧植木町及び旧城南町はそれぞれ熊本市北区及び熊本市南区に入るので、これらの定数を定める必要あるので「課題」及び「考え方」を整理した。

課題の１点目は、旧植木町（29,887人）及び旧城南町（20,170人）をそれぞ
れ北区選挙区及び南区選挙区に含めた人口及びこれに基づく配当基数を基に、熊本市の各選挙区の定数を定める必要ある。
２点目は　現在の熊本市各選挙区の条例定数の合計は１６人だが、地域間の
均衡を考慮して、配当基数に照らし１８人から２人減とされている。

３点目は、改正公職選挙法では、２以上の選挙区を設ければ合区が可能とな
り、仮に合区するとなれば何通りものパターンが考えられる。合区により配当基数が変わるので合区の組み合わせ次第では定数の算定に影響が出る。
以上のような課題を踏まえて、考え方として、「熊本市の５選挙区の合区の方
法等が定まった後、各選挙区の定数を決定する」としてはどうか。

【委員の主な意見】
①　熊本市の場合、先に定数を決めると人数に合わせて枠組みを決めるということになりかねないので、枠組みを決めた後定数を決めるべきである。
②　地域振興局ごとに合区できる案（会議別添資料）を作成した。これを基に地域ごとの定数を決めていくという方法もあるのでないか。
③　今回の枠組みの検討は熊本県議会にとっても大きな変革である。前回の選挙では無投票選挙区（１人区）も多くあり批判もあった。これを機会に枠組みを検討し総定数をどうするかという議論を行っていきたい。
④　議員定数については第三者の意見を聴くなど慎重な検討が必要である。熊本市選挙区については現在も減員しており、２２年国勢調査では配当基数が「19.8」で今の定員より多くなる。この時の１票の格差はどうなるのか。

⑤　議員定数については政令市選出議員の県議会での役割や、県民の代表者としての機能をどう持たせるのかを考えて、県全体のバランスや１票の格差も考慮して検討すべきである。
⑥　現在の総定数は現行法の中で市・郡を単位として定めたもの、熊本市は政令市になり大きな変化があるが、それ以外の地域は平成１７年の検討委員会で見直しを行っており、その後はそれほどの変化はあっていない。県内全域の選挙区検討を行うのは地元の広範囲な意見も聴取しなければならないなどもあり短期間では難しい。先ずは熊本市をどうするかを決めて今回の公職選挙法改正が社会にどのように浸透するかを見極めながら将来的に議論していくべきである。
⑦　総定数は４９人を基本として、選挙区を検討するときの配当基数の算出基礎とする。その後の調整はあり得る。
⑧　旧植木町、旧城南町については現在の行政区に編入し、熊本市の合区については今後検討する。熊本市の定数は１６人に旧植木町の１人を加え１７人とする。
【　結　論　】　　
先ず、旧植木町を北区に、また旧城南町を南区に含めることを全員で確認した。そのうえで、今後５つの区の合区について議論することとなった。

現段階での県議会議員の総定数は４９人とし、熊本市やその他市・町・村の任意合区を検討する段階で、総定数の増減が最終的にはあり得るという方向で今後議論を行っていくこととなった。

３　今後の検討課題について

【事務局説明】
資料３により説明
公職選挙法の改正を前提として、今後の検討課題として、まず「１ 総定数をどのようにするか」、次に「２ 熊本市の選挙区の任意合区をどうするか」、３番目として「市、町、村の任意合区をどのようにするか」という課題があり、４項目として「上記の３つの検討課題を、どの順序で検討を行っていくか」ということが考えられる。これらを今後の検討課題としてまとめた。
【委員の主な意見】
①　ここに揚げている検討課題で全て議論できる。議論の順番は２、３、１の　

　順で行う。
②　各会派に持ち帰り議論を行ったうえで意見を持ち寄り検討していくが、会派に属さない議員の意見も聴取する機会を設ける。
【　結　論　】　　

今後「②熊本市の選挙区の任意合区について」「③市、町、村の任意合区につ
いて」「①総定数について」の順に検討していくことに決定した。

　次の委員会では「熊本市の選挙区の任意合区」について議論することとなっ

た。次回は各会派等で検討していただき、意見を持ち寄ることとし、また、法

改正の動きを見極めながら協議を進めていくこととなった。

　また、熊本市の各選挙区の定数の議論をする際には、熊本市の選挙区選出の

議員の意見等を聴取する方向となった。
４　その他
　　次回検討委員会は、１２月６日（金）に開催予定。

